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１．変更の概要 

重大事故等対処については放射能量，発熱量等に基づいた対策の優先

順位，対処の手順等の検討が重要となるため，冷却期間の設定条件を，現

状の使用済燃料の保管状況及び今後，受入れが見込まれる冷却期間とし，

実際の事故対処と整合させることが適切である。 

このため，現実的な使用済燃料の冷却期間として，再処理施設に受け

入れるまでの冷却期間を１年から概ね 12 年，せん断処理するまでの冷却

期間を，４年から 15 年に変更する。 

また，現実的な冷却期間に変更することにより，重大事故等の対処に

要する時間を確保し，重大事故等の対処の実施を確実にするとともに，重

大事故等が発生した際の公衆及び放射線業務従事者等への放射性物質等に

よる影響を低減する。 

なお，再処理施設の安全設計，設計基準事故の設計及び評価条件は，

再処理施設に受け入れるまでの冷却期間を１年以上，せん断処理するまで

の冷却期間を４年以上として，保守的な条件で実施していることから，変

更しない。 

 

・再処理施設に受け入れるまでの冷却期間：４年以上＊ 

＊ただし，燃料貯蔵プールの容量 3,000ｔ・ＵＰｒのうち，冷却期間

４年以上 12 年未満の使用済燃料の貯蔵量が 600ｔ・ＵＰｒ未満，

それ以外は冷却期間 12 年以上となるよう受け入れを管理する。 

・せん断処理するまでの冷却期間    ： 15 年以上 

【補足説明資料１】 
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１．１ 放出管理目標値の変更（第 21 条） 

 （１）放射性気体廃棄物の放出管理目標値 

放射性気体廃棄物の放出に当たっては，主排気筒，北換気筒及び低

レベル廃棄物処理建屋換気筒から放出する放射性物質を測定し，周辺

監視区域外における空気中の放射性物質の濃度が「核原料物質又は核

燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定

める告示（平成 27 年８月 31 日原子力規制委員会告示第８号）」（以下，

「線量告示」という。）に定められた周辺監視区域外における線量限

度及び空気中の放射性物質の濃度限度を超えないようにするとともに，

放射性気体廃棄物の放出管理目標値を以下のように設定し，これを超

えないように努める。 

放出管理目標値は，使用済燃料の仕様のうち，冷却期間については，

再処理施設に受け入れるまでの冷却期間を 12 年，せん断処理するまで

の冷却期間を 15 年として設定する。 

 

表１ 変更後の気体廃棄物の放出管理目標値 

核種 放出管理目標値（Bq/y） 

クリプトン－85 

トリチウム 

炭素－14 

よう素－129 

よう素－131 

その他核種のうち， 

 アルファ線を放出する核種 

アルファ線を放出しない核種 

1.6×1017 

1.0×1015 

5.1×1013 

1.1×1010 

1.0×1010 

 

3.1×108 

7.5×1010 
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 （２）放射性液体廃棄物の放出管理目標値 

放射性液体廃棄物の放出に際しては，廃液中の放射性物質を測定し

て放出量を算出し，放射性物質の海洋放出に起因する線量が「線量告

示」に定められた線量限度を超えないようにするとともに，放射性液

体廃棄物の放出管理目標値を以下のように設定し，これを超えないよ

うに努める。 

放出管理目標値は，使用済燃料の仕様のうち，冷却期間については，

再処理施設に受け入れるまでの冷却期間を 12 年，せん断処理するまで

の冷却期間を 15 年として設定する。 

 

表２ 変更後の液体廃棄物の放出管理目標値 

核種 放出管理目標値（Bq/y） 

トリチウム 

よう素－129 

よう素－131 

その他核種のうち， 

 アルファ線を放出する核種 

アルファ線を放出しない核種 

9.7×1015 

4.3×1010 

1.0×1011 

 

3.6×109 

9.5×1010 

【補足説明資料２】 
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２．変更に伴う設計方針 

本変更に伴い，｢再処理を行う使用済燃料の種類及び再処理能力｣の冷

却期間及び｢再処理施設における放射線管理に関する事項｣の放射性気体廃

棄物の放出管理目標値及び放射性液体廃棄物の放出管理目標値を変更する。 
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３．再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則への影響 

本変更による再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則

への適合性への影響について確認した。 

本変更により影響を受けると考える条文は，｢第二条核燃料物質の臨

界防止｣，｢第三条遮蔽等｣，｢第五条火災等による損傷の防止｣，「第十

六条運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の拡大の防止」，｢第十

七条使用済燃料の貯蔵施設等｣，「第二十一条廃棄施設」，｢第二十二条

保管廃棄施設｣であり，設計方針や線量評価等への影響を確認した結果，

規則要求を満たすことを確認した。 

また，上記以外の条文は，本変更による影響を受ける規則要求はな

いと判断した。 

本変更による各条文への影響の確認結果の詳細を第１表に示す。 
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第
１

表
 

本
変

更
に

伴
う

再
処

理
施

設
の

位
置

、
構

造
及

び
設

備
の

基
準

に
関

す
る

規
則

へ
の

影
響

に
つ

い
て

 

 
再

処
理

施
設

の
位

置
、

構
造

及
び

設
備

の
基

準
に

関
す

る
規

則
 

規
則

適
合

性
 

（
核

燃
料

物
質

の
臨

界
防

止
）

 

第
二

条
 

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

は
、

核
燃

料
物

質
が

臨
界

に
達

す

る
お

そ
れ

が
な

い
よ

う
に

す
る

た
め

、
核

的
に

安
全

な
形

状
寸

法
に

す
る

こ
と

そ
の

他
の

適
切

な
措

置
を

講
じ

た
も

の
で

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

２
 

再
処

理
施

設
に

は
、

臨
界

警
報

設
備

そ
の

他
の

臨
界

事
故

を
防

止

す
る

た
め

に
必

要
な

設
備

を
設

け
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

再
処

理
施

設
の

臨
界

安
全

設
計

は
，

保
守

的
な

条
件

で
設

計
し

て
い

る
た

め
変

更
し

な
い

。
 
 

【
補

足
説

明
資

料
３

】
 

（
遮

蔽
等

）
 

第
三

条
 

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

は
、

運
転

時
及

び
停

止
時

に
お

い

て
再

処
理

施
設

か
ら

の
直

接
線

及
び

ス
カ

イ
シ

ャ
イ

ン
線

に
よ

る
工

場
等

周
辺

の
線

量
が

十
分

に
低

減
で

き
る

よ
う

、
遮

蔽
そ

の
他

適
切

な
措

置
を

講
じ

た
も

の
で

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

２
 

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

は
、

工
場

等
内

に
お

け
る

放
射

線
障

害

を
防

止
す

る
必

要
が

あ
る

場
合

に
は

、
次

に
掲

げ
る

も
の

で
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

一
 

管
理

区
域

そ
の

他
工

場
等

内
の

人
が

立
ち

入
る

場
所

に
お

け
る

線
量

を
低

減
で

き
る

よ
う

、
遮

蔽
そ

の
他

適
切

な
措

置
を

講
じ

た

も
の

と
す

る
こ

と
。

 

二
 

放
射

線
業

務
従

事
者

が
運

転
時

の
異

常
な

過
渡

変
化

時
及

び
設

計
基

準
事

故
時

に
お

い
て

、
迅

速
な

対
応

を
す

る
た

め
に

必
要

な

操
作

が
で

き
る

も
の

と
す

る
こ

と
。

 

 

再
処

理
施

設
の

ガ
ン

マ
線

遮
蔽

設
計

お
よ

び
中

性
子

線
遮

蔽
設

計

は
，

保
守

的
な

条
件

で
設

計
し

て
い

る
た

め
変

更
し

な
い

。
 

【
補

足
説

明
資

料
３

】
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再

処
理

施
設

の
位

置
、

構
造

及
び

設
備

の
基

準
に

関
す

る
規

則
 

規
則

適
合

性
 

（
閉

じ
込

め
の

機
能

）
 

第
四

条
 

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

は
、

放
射

性
物

質
を

限
定

さ
れ

た

区
域

に
適

切
に

閉
じ

込
め

る
こ

と
が

で
き

る
も

の
で

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

本
変

更
の

影
響

を
受

け
る

規
則

要
求

は
な

い
。

 

（
火

災
等

に
よ

る
損

傷
の

防
止

）
 

第
五

条
 

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

は
、

火
災

又
は

爆
発

に
よ

り
再

処

理
施

設
の

安
全

性
が

損
な

わ
れ

な
い

よ
う

、
火

災
及

び
爆

発
の

発
生

を
防

止
す

る
こ

と
が

で
き

、
か

つ
、

消
火

を
行

う
設

備
（

以
下

「
消

火
設

備
」

と
い

い
、

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

に
属

す
る

も
の

に
限

る
。
）

及
び

早
期

に
火

災
発

生
を

感
知

す
る

設
備

（
以

下
「

火
災

感

知
設

備
」

と
い

う
。
）

並
び

に
火

災
及

び
爆

発
の

影
響

を
軽

減
す

る

機
能

を
有

す
る

も
の

で
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

２
 

消
火

設
備

（
安

全
機

能
を

有
す

る
施

設
に

属
す

る
も

の
に

限

る
。
）

は
、

破
損

、
誤

作
動

又
は

誤
操

作
が

起
き

た
場

合
に

お
い

て

も
安

全
上

重
要

な
施

設
の

安
全

機
能

を
損

な
わ

な
い

も
の

で
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

再
処

理
施

設
の

放
射

線
分

解
に

よ
る

水
素

発
生

の
評

価
及

び
有

機
溶

媒
の

温
度

上
昇

の
評

価
に

必
要

な
崩

壊
熱

密
度

は
，

保
守

的
な

条
件

で
設

計
し

て
い

る
た

め
変

更
し

な
い

。
 

【
補

足
説

明
資

料
３

】
 

（
安

全
機

能
を

有
す

る
施

設
の

地
盤

）
 

第
六

条
 

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

は
、

次
条

第
二

項
の

規
定

に
よ

り

算
定

す
る

地
震

力
（

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

の
う

ち
、

地
震

の
発

生
に

よ
っ

て
生

ず
る

お
そ

れ
が

あ
る

そ
の

安
全

機
能

の
喪

失
に

起
因

す
る

放
射

線
に

よ
る

公
衆

へ
の

影
響

の
程

度
が

特
に

大
き

い
も

の

（
以

下
「

耐
震

重
要

施
設

」
と

い
う

。
）

に
あ

っ
て

は
、

同
条

第
三

項
に

規
定

す
る

基
準

地
震

動
に

よ
る

地
震

力
を

含
む

。
）

が
作

用
し

本
変

更
の

影
響

を
受

け
る

規
則

要
求

は
な

い
。
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再

処
理

施
設

の
位

置
、

構
造

及
び

設
備

の
基

準
に

関
す

る
規

則
 

規
則

適
合

性
 

た
場

合
に

お
い

て
も

当
該

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

を
十

分
に

支
持

す
る

こ
と

が
で

き
る

地
盤

に
設

け
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

２
 

耐
震

重
要

施
設

は
、

変
形

し
た

場
合

に
お

い
て

も
そ

の
安

全
機

能

が
損

な
わ

れ
る

お
そ

れ
が

な
い

地
盤

に
設

け
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

３
 

耐
震

重
要

施
設

は
、

変
位

が
生

ず
る

お
そ

れ
が

な
い

地
盤

に
設

け

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

（
つ

づ
き

）
 

  

（
地

震
に

よ
る

損
傷

の
防

止
）

 

第
七

条
 

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

は
、

地
震

力
に

十
分

に
耐

え
る

こ

と
が

で
き

る
も

の
で

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

２
 

前
項

の
地

震
力

は
、

地
震

の
発

生
に

よ
っ

て
生

ず
る

お
そ

れ
が

あ

る
安

全
機

能
を

有
す

る
施

設
の

安
全

機
能

の
喪

失
に

起
因

す
る

放
射

線
に

よ
る

公
衆

へ
の

影
響

の
程

度
に

応
じ

て
算

定
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

３
 

耐
震

重
要

施
設

は
、

そ
の

供
用

中
に

当
該

耐
震

重
要

施
設

に
大

き

な
影

響
を

及
ぼ

す
お

そ
れ

が
あ

る
地

震
に

よ
る

加
速

度
に

よ
っ

て
作

用
す

る
地

震
力

（
以

下
「

基
準

地
震

動
に

よ
る

地
震

力
」

と
い

う
。
）

に
対

し
て

安
全

機
能

が
損

な
わ

れ
る

お
そ

れ
が

な
い

も
の

で

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

４
 

耐
震

重
要

施
設

は
、

前
項

の
地

震
の

発
生

に
よ

っ
て

生
ず

る
お

そ

れ
が

あ
る

斜
面

の
崩

壊
に

対
し

て
安

全
機

能
が

損
な

わ
れ

る
お

そ
れ

が
な

い
も

の
で

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

  

本
変

更
の

影
響

を
受

け
る

規
則

要
求

は
な

い
。
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再

処
理

施
設

の
位

置
、

構
造

及
び

設
備

の
基

準
に

関
す

る
規

則
 

規
則

適
合

性
 

（
津

波
に

よ
る

損
傷

の
防

止
）

 

第
八

条
 

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

は
、

そ
の

供
用

中
に

当
該

安
全

機

能
を

有
す

る
施

設
に

大
き

な
影

響
を

及
ぼ

す
お

そ
れ

が
あ

る
津

波

（
以

下
「

基
準

津
波

」
と

い
う

。
）

に
対

し
て

安
全

機
能

が
損

な
わ

れ
る

お
そ

れ
が

な
い

も
の

で
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

  

本
変

更
の

影
響

を
受

け
る

規
則

要
求

は
な

い
。

 

（
外

部
か

ら
の

衝
撃

に
よ

る
損

傷
の

防
止

）
 

第
九

条
 

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

は
、

想
定

さ
れ

る
自

然
現

象
（

地

震
及

び
津

波
を

除
く

。
次

項
に

お
い

て
同

じ
。
）

が
発

生
し

た
場

合

に
お

い
て

も
安

全
機

能
を

損
な

わ
な

い
も

の
で

な
け

れ
ば

な
ら

な

い
。

 

２
 

安
全

上
重

要
な

施
設

は
、

当
該

安
全

上
重

要
な

施
設

に
大

き
な

影

響
を

及
ぼ

す
お

そ
れ

が
あ

る
と

想
定

さ
れ

る
自

然
現

象
に

よ
り

当
該

安
全

上
重

要
な

施
設

に
作

用
す

る
衝

撃
及

び
設

計
基

準
事

故
時

に
生

ず
る

応
力

を
適

切
に

考
慮

し
た

も
の

で
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

３
 

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

は
、

工
場

等
内

又
は

そ
の

周
辺

に
お

い

て
想

定
さ

れ
る

再
処

理
施

設
の

安
全

性
を

損
な

わ
せ

る
原

因
と

な
る

お
そ

れ
が

あ
る

事
象

で
あ

っ
て

人
為

に
よ

る
も

の
（

故
意

に
よ

る
も

の
を

除
く

。
）

に
対

し
て

安
全

機
能

を
損

な
わ

な
い

も
の

で
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

  

本
変

更
の

影
響

を
受

け
る

規
則

要
求

は
な

い
。
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3
-
6
 

 

 
再

処
理

施
設

の
位

置
、

構
造

及
び

設
備

の
基

準
に

関
す

る
規

則
 

規
則

適
合

性
 

（
再

処
理

施
設

へ
の

人
の

不
法

な
侵

入
等

の
防

止
）

 

第
十

条
 

工
場

等
に

は
、

再
処

理
施

設
へ

の
人

の
不

法
な

侵
入

、
再

処

理
施

設
に

不
正

に
爆

発
性

又
は

易
燃

性
を

有
す

る
物

件
そ

の
他

人
に

危
害

を
与

え
、

又
は

他
の

物
件

を
損

傷
す

る
お

そ
れ

が
あ

る
物

件
が

持
ち

込
ま

れ
る

こ
と

及
び

不
正

ア
ク

セ
ス

行
為

（
不

正
ア

ク
セ

ス
行

為
の

禁
止

等
に

関
す

る
法

律
（

平
成

十
一

年
法

律
第

百
二

十
八

号
）

第
二

条
第

四
項

に
規

定
す

る
不

正
ア

ク
セ

ス
行

為
を

い
う

。
）

を
防

止
す

る
た

め
の

設
備

を
設

け
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

本
変

更
の

影
響

を
受

け
る

規
則

要
求

は
な

い
。

 

  

（
溢

水
に

よ
る

損
傷

の
防

止
）

 

第
十

一
条

 
安

全
機

能
を

有
す

る
施

設
は

、
再

処
理

施
設

内
に

お
け

る

溢
水

が
発

生
し

た
場

合
に

お
い

て
も

安
全

機
能

を
損

な
わ

な
い

も
の

で
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

 

本
変

更
の

影
響

を
受

け
る

規
則

要
求

は
な

い
。

 

（
化

学
薬

品
の

漏
え

い
に

よ
る

損
傷

の
防

止
）

 

第
十

二
条

 
安

全
機

能
を

有
す

る
施

設
は

、
再

処
理

施
設

内
に

お
け

る

化
学

薬
品

の
漏

え
い

が
発

生
し

た
場

合
に

お
い

て
も

安
全

機
能

を
損

な
わ

な
い

も
の

で
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

 

本
変

更
の

影
響

を
受

け
る

規
則

要
求

は
な

い
。

 

（
誤

操
作

の
防

止
）

 

第
十

三
条

 
安

全
機

能
を

有
す

る
施

設
は

、
誤

操
作

を
防

止
す

る
た

め

の
措

置
を

講
じ

た
も

の
で

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

２
 

安
全

上
重

要
な

施
設

は
、

容
易

に
操

作
す

る
こ

と
が

で
き

る
も

の

で
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

本
変

更
の

影
響

を
受

け
る

規
則

要
求

は
な

い
。
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3
-
7
 

 

 
再

処
理

施
設

の
位

置
、

構
造

及
び

設
備

の
基

準
に

関
す

る
規

則
 

規
則

適
合

性
 

（
安

全
避

難
通

路
等

）
 

第
十

四
条

 
再

処
理

施
設

に
は

、
次

に
掲

げ
る

設
備

を
設

け
な

け
れ

ば

な
ら

な
い

。
 

一
 

そ
の

位
置

を
明

確
か

つ
恒

久
的

に
表

示
す

る
こ

と
に

よ
り

容
易

に
識

別
で

き
る

安
全

避
難

通
路

 

二
 

照
明

用
の

電
源

が
喪

失
し

た
場

合
に

お
い

て
も

機
能

を
損

な
わ

な
い

避
難

用
の

照
明

 

三
 

設
計

基
準

事
故

が
発

生
し

た
場

合
に

用
い

る
照

明
（

前
号

の
避

難
用

の
照

明
を

除
く

。
）

及
び

そ
の

専
用

の
電

源
 

本
変

更
の

影
響

を
受

け
る

規
則

要
求

は
な

い
。

 

 

（
安

全
機

能
を

有
す

る
施

設
）

 

第
十

五
条

 
安

全
機

能
を

有
す

る
施

設
は

、
そ

の
安

全
機

能
の

重
要

度

に
応

じ
て

、
そ

の
機

能
が

確
保

さ
れ

た
も

の
で

な
け

れ
ば

な
ら

な

い
。

 

２
 

安
全

上
重

要
な

施
設

は
、

機
械

又
は

器
具

の
単

一
故

障
（

単
一

の

原
因

に
よ

っ
て

一
つ

の
機

械
又

は
器

具
が

所
定

の
安

全
機

能
を

失
う

こ
と

（
従

属
要

因
に

よ
る

多
重

故
障

を
含

む
。
）

を
い

う
。

以
下

同

じ
。
）

が
発

生
し

た
場

合
に

お
い

て
も

そ
の

機
能

を
損

な
わ

な
い

も

の
で

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

３
 

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

は
、

設
計

基
準

事
故

時
及

び
設

計
基

準

事
故

に
至

る
ま

で
の

間
に

想
定

さ
れ

る
全

て
の

環
境

条
件

に
お

い

て
、

そ
の

安
全

機
能

を
発

揮
す

る
こ

と
が

で
き

る
も

の
で

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

４
 

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

は
、

そ
の

健
全

性
及

び
能

力
を

確
認

す

本
変

更
の

影
響

を
受

け
る

規
則

要
求

は
な

い
。
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3
-
8
 

 

 
再

処
理

施
設

の
位

置
、

構
造

及
び

設
備

の
基

準
に

関
す

る
規

則
 

規
則

適
合

性
 

る
た

め
、

そ
の

安
全

機
能

の
重

要
度

に
応

じ
、

再
処

理
施

設
の

運
転

中
又

は
停

止
中

に
検

査
又

は
試

験
が

で
き

る
も

の
で

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

５
 

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

は
、

そ
の

安
全

機
能

を
健

全
に

維
持

す

る
た

め
の

適
切

な
保

守
及

び
修

理
が

で
き

る
も

の
で

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

６
 

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

は
、

ポ
ン

プ
そ

の
他

の
機

器
又

は
配

管

の
損

壊
に

伴
う

飛
散

物
に

よ
り

、
そ

の
安

全
機

能
を

損
な

わ
な

い
も

の
で

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

７
 

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

は
、

二
以

上
の

原
子

力
施

設
と

共
用

す

る
場

合
に

は
、

再
処

理
施

設
の

安
全

性
を

損
な

わ
な

い
も

の
で

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

（
つ

づ
き

）
 

（
運

転
時

の
異

常
な

過
渡

変
化

及
び

設
計

基
準

事
故

の
拡

大
の

防
止

）
 

第
十

六
条

 
安

全
機

能
を

有
す

る
施

設
は

、
次

に
掲

げ
る

要
件

を
満

た

す
も

の
で

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

一
 

運
転

時
の

異
常

な
過

渡
変

化
時

に
お

い
て

、
パ

ラ
メ

ー
タ

を
安

全
設

計
上

許
容

さ
れ

る
範

囲
内

に
維

持
で

き
る

も
の

で
あ

る
こ

と
。

 

二
 

設
計

基
準

事
故

時
に

お
い

て
、

工
場

等
周

辺
の

公
衆

に
放

射
線

障
害

を
及

ぼ
さ

な
い

も
の

で
あ

る
こ

と
。

 

   

再
処

理
施

設
の

設
計

基
準

事
故

の
評

価
は

，
保

守
的

な
条

件
で

評
価

し
て

い
る

た
め

変
更

し
な

い
。

 

【
補

足
説

明
資

料
４

】
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3
-
9
 

 

 
再

処
理

施
設

の
位

置
、

構
造

及
び

設
備

の
基

準
に

関
す

る
規

則
 

規
則

適
合

性
 

（
使

用
済

燃
料

の
貯

蔵
施

設
等

）
 

第
十

七
条

 
再

処
理

施
設

に
は

、
次

に
掲

げ
る

と
こ

ろ
に

よ
り

、
使

用

済
燃

料
の

受
入

施
設

（
安

全
機

能
を

有
す

る
施

設
に

属
す

る
も

の
に

限
る

。
）

及
び

貯
蔵

施
設

（
安

全
機

能
を

有
す

る
施

設
に

属
す

る
も

の
に

限
る

。
）

を
設

け
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

一
 

使
用

済
燃

料
を

受
け

入
れ

、
又

は
貯

蔵
す

る
た

め
に

必
要

な
容

量
を

有
す

る
も

の
と

す
る

こ
と

。
 

二
 

冷
却

の
た

め
の

適
切

な
措

置
が

講
じ

ら
れ

て
い

る
も

の
で

あ
る

こ
と

。
 

２
 

再
処

理
施

設
に

は
、

次
に

掲
げ

る
と

こ
ろ

に
よ

り
、

製
品

貯
蔵

施

設
（

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

に
属

す
る

も
の

に
限

る
。
）

を
設

け

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

一
 

製
品

を
貯

蔵
す

る
た

め
に

必
要

な
容

量
を

有
す

る
も

の
と

す
る

こ
と

。
 

二
 

冷
却

の
た

め
の

適
切

な
措

置
が

講
じ

ら
れ

て
い

る
も

の
で

あ
る

こ
と

。
 

使
用

済
燃

料
の

貯
蔵

施
設

等
の

冷
却

機
能

は
，

保
守

的
な

条
件

で
設

計
し

て
い

る
た

め
変

更
し

な
い

。
 

【
補

足
説

明
資

料
３

】
  

 

（
計

測
制

御
系

統
施

設
）

 

第
十

八
条

 
再

処
理

施
設

に
は

、
次

に
掲

げ
る

と
こ

ろ
に

よ
り

、
計

測

制
御

系
統

施
設

を
設

け
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

一
 

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

の
健

全
性

を
確

保
す

る
た

め
に

監
視

す
る

こ
と

が
必

要
な

パ
ラ

メ
ー

タ
は

、
運

転
時

、
停

止
時

及
び

運

転
時

の
異

常
な

過
渡

変
化

時
に

お
い

て
も

想
定

さ
れ

る
範

囲
内

に

制
御

で
き

る
も

の
と

す
る

こ
と

。
 

本
変

更
の

影
響

を
受

け
る

規
則

要
求

は
な

い
。
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3
-
1
0
 

 

 
再

処
理

施
設

の
位

置
、

構
造

及
び

設
備

の
基

準
に

関
す

る
規

則
 

規
則

適
合

性
 

二
 

前
号

の
パ

ラ
メ

ー
タ

は
、

運
転

時
、

停
止

時
及

び
運

転
時

の
異

常
な

過
渡

変
化

時
に

お
い

て
も

想
定

さ
れ

る
範

囲
内

で
監

視
で

き

る
も

の
と

す
る

こ
と

。
 

三
 

設
計

基
準

事
故

が
発

生
し

た
場

合
の

状
況

を
把

握
し

、
及

び
対

策
を

講
じ

る
た

め
に

必
要

な
パ

ラ
メ

ー
タ

は
、

設
計

基
準

事
故

時

に
想

定
さ

れ
る

環
境

下
に

お
い

て
、

十
分

な
測

定
範

囲
及

び
期

間

に
わ

た
り

監
視

で
き

る
も

の
と

す
る

こ
と

。
 

四
 
前
号
の
パ
ラ
メ
ー
タ
は
、
設
計
基
準
事
故
時
に
お
い
て
も
確
実
に

記
録
さ
れ
、
及
び
当
該
記
録
が
保
存
さ
れ
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
 

（
つ

づ
き

）
 

（
安

全
保

護
回

路
）

 

第
十

九
条

 
再

処
理

施
設

に
は

、
次

に
掲

げ
る

と
こ

ろ
に

よ
り

、
安

全

保
護

回
路

（
安

全
機

能
を

有
す

る
施

設
に

属
す

る
も

の
に

限
る

。
以

下
こ

の
条

に
お

い
て

同
じ

。
）

を
設

け
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

一
 

運
転

時
の

異
常

な
過

渡
変

化
及

び
設

計
基

準
事

故
が

発
生

し
た

場
合

に
お

い
て

、
こ

れ
ら

の
異

常
な

状
態

を
検

知
し

、
こ

れ
ら

の

核
的

、
熱

的
及

び
化

学
的

制
限

値
を

超
え

な
い

よ
う

に
す

る
た

め

の
設

備
の

作
動

を
速

や
か

に
、

か
つ

、
自

動
的

に
開

始
さ

せ
る

も

の
と

す
る

こ
と

。
 

二
 

火
災

、
爆

発
そ

の
他

の
再

処
理

施
設

の
安

全
性

を
著

し
く

損
な

う
お

そ
れ

が
生

じ
た

と
き

に
、

こ
れ

ら
を

抑
制

し
、

又
は

防
止

す

る
た

め
の

設
備

（
前

号
に

規
定

す
る

も
の

を
除

く
。
）

の
作

動
を

速
や

か
に

、
か

つ
、

自
動

的
に

開
始

さ
せ

る
も

の
と

す
る

こ
と

。
 

三
 

計
測

制
御

系
統

施
設

の
一

部
を

安
全

保
護

回
路

と
共

用
す

る
場

本
変

更
の

影
響

を
受

け
る

規
則

要
求

は
な

い
。
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3
-
1
1
 

 

 
再

処
理

施
設

の
位

置
、

構
造

及
び

設
備

の
基

準
に

関
す

る
規

則
 

規
則

適
合

性
 

合
で

あ
っ

て
、

単
一

故
障

が
生

じ
た

場
合

に
お

い
て

も
当

該
安

全

保
護

回
路

の
安

全
保

護
機

能
が

失
わ

れ
な

い
も

の
と

す
る

こ
と

。
 

 

（
つ

づ
き

）
 

（
制

御
室

等
）

 

第
二

十
条

 
再

処
理

施
設

に
は

、
次

に
掲

げ
る

と
こ

ろ
に

よ
り

、
制

御

室
（

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

に
属

す
る

も
の

に
限

る
。

以
下

こ
の

条
に

お
い

て
同

じ
。
）

を
設

け
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

一
 

再
処

理
施

設
の

健
全

性
を

確
保

す
る

た
め

に
必

要
な

パ
ラ

メ
ー

タ
を

監
視

で
き

る
も

の
と

す
る

こ
と

。
 

二
 

主
要

な
警

報
装

置
及

び
計

測
制

御
系

統
設

備
を

有
す

る
も

の
と

す
る

こ
と

。
 

三
 

再
処

理
施

設
の

外
の

状
況

を
把

握
す

る
設

備
を

有
す

る
も

の
と

す
る

こ
と

。
 

２
 

分
離

施
設

、
精

製
施

設
そ

の
他

必
要

な
施

設
に

は
、

再
処

理
施

設

の
健

全
性

を
確

保
す

る
た

め
に

必
要

な
パ

ラ
メ

ー
タ

を
監

視
す

る
た

め
の

設
備

及
び

再
処

理
施

設
の

安
全

性
を

確
保

す
る

た
め

に
必

要
な

操
作

を
手

動
に

よ
り

行
う

こ
と

が
で

き
る

設
備

を
設

け
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

３
 
設
計
基
準
事
故
が
発
生
し
た
場
合
に
再
処
理
施
設
の
安
全
性
を
確
保

す
る
た
め
の
措
置
を
と
る
た
め
、
従
事
者
が
支
障
な
く
制
御
室
に
入

り
、
又
は
一
定
期
間
と
ど
ま
り
、
か
つ
、
当
該
措
置
を
と
る
た
め
の
操

作
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
所
の
区
分
に

応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
設
備
を
設
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

本
変

更
の

影
響

を
受

け
る

規
則

要
求

は
な

い
。
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3
-
1
2
 

 

 
再

処
理

施
設

の
位

置
、

構
造

及
び

設
備

の
基

準
に

関
す

る
規

則
 

規
則

適
合

性
 

一
 

制
御

室
及

び
そ

の
近

傍
並

び
に

有
毒

ガ
ス

の
発

生
源

の
近

傍
 

工
場

等
内

に
お

け
る

有
毒

ガ
ス

の
発

生
を

検
出

す
る

た
め

の
装

置

及
び

当
該

装
置

が
有

毒
ガ

ス
の

発
生

を
検

出
し

た
場

合
に

制
御

室

に
お

い
て

自
動

的
に

警
報

す
る

た
め

の
装

置
 

二
 

制
御

室
及

び
こ

れ
に

連
絡

す
る

通
路

並
び

に
運

転
員

そ
の

他
の

従
事

者
が

制
御

室
に

出
入

り
す

る
た

め
の

区
域

 
遮

蔽
壁

そ
の

他

の
適

切
に

放
射

線
か

ら
防

護
す

る
た

め
の

設
備

、
気

体
状

の
放

射

性
物

質
及

び
制

御
室

外
の

火
災

又
は

爆
発

に
よ

り
発

生
す

る
有

毒

ガ
ス

に
対

し
換

気
設

備
を

隔
離

す
る

た
め

の
設

備
そ

の
他

の
従

事

者
を

適
切

に
防

護
す

る
た

め
の

設
備

 

（
つ

づ
き

）
 

（
廃

棄
施

設
）

 

第
二

十
一

条
 

再
処

理
施

設
に

は
、

運
転

時
に

お
い

て
、

周
辺

監
視

区

域
の

外
の

空
気

中
の

放
射

性
物

質
の

濃
度

及
び

液
体

状
の

放
射

性
物

質
の

海
洋

放
出

に
起

因
す

る
線

量
を

十
分

に
低

減
で

き
る

よ
う

、
再

処
理

施
設

に
お

い
て

発
生

す
る

放
射

性
廃

棄
物

を
処

理
す

る
能

力
を

有
す

る
放

射
性

廃
棄

物
の

廃
棄

施
設

（
安

全
機

能
を

有
す

る
施

設
に

属
す

る
も

の
に

限
り

、
放

射
性

廃
棄

物
を

保
管

廃
棄

す
る

施
設

を
除

く
。
）

を
設

け
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

平
常

時
に

お
け

る
公

衆
の

線
量

評
価

は
，

保
守

的
な

条
件

で
評

価
し

て
い

る
た

め
変

更
し

な
い

。
 

気
体

廃
棄

物
及

び
液

体
廃

棄
物

の
放

出
管

理
目

標
値

に
つ

い
て

は
，

冷
却

期
間

の
変

更
に

伴
う

核
種

の
減

衰
及

び
生

成
を

考
慮

し
て

算
定

し
た

放
出

管
理

目
標

値
を

変
更

す
る

。
 

【
補

足
説

明
資

料
２

】
 

（
保

管
廃

棄
施

設
）

 

第
二

十
二

条
 

再
処

理
施

設
に

は
、

次
に

掲
げ

る
と

こ
ろ

に
よ

り
、

放

射
性

廃
棄

物
の

保
管

廃
棄

施
設

（
安

全
機

能
を

有
す

る
施

設
に

属
す

る
も

の
に

限
る

。
）

を
設

け
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

一
 

放
射

性
廃

棄
物

を
保

管
廃

棄
す

る
た

め
に

必
要

な
容

量
を

有
す

保
管

廃
棄

施
設

の
冷

却
機

能
は

，
保

守
的

な
条

件
で

設
計

し
て

い
る

た
め

変
更

し
な

い
。

 

【
補

足
説

明
資

料
３

】
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3
-
1
3
 

 

 
再

処
理

施
設

の
位

置
、

構
造

及
び

設
備

の
基

準
に

関
す

る
規

則
 

規
則

適
合

性
 

る
も

の
と

す
る

こ
と

。
 

二
 

冷
却

の
た

め
の

適
切

な
措

置
が

講
じ

ら
れ

て
い

る
も

の
で

あ
る

こ
と

。
 

（
つ

づ
き

）
 

（
放

射
線

管
理

施
設

）
 

第
二

十
三

条
 

工
場

等
に

は
、

放
射

線
か

ら
放

射
線

業
務

従
事

者
を

防

護
す

る
た

め
、

放
射

線
管

理
施

設
を

設
け

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

２
 

放
射

線
管

理
施

設
に

は
、

放
射

線
管

理
に

必
要

な
情

報
を

制
御

室

そ
の

他
当

該
情

報
を

伝
達

す
る

必
要

が
あ

る
場

所
に

表
示

で
き

る
設

備
（

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

に
属

す
る

も
の

に
限

る
。
）

を
設

け

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

 

本
変

更
の

影
響

を
受

け
る

規
則

要
求

は
な

い
。

 

 

（
監

視
設

備
）

 

第
二

十
四

条
 

再
処

理
施

設
に

は
、

運
転

時
、

停
止

時
、

運
転

時
の

異

常
な

過
渡

変
化

時
及

び
設

計
基

準
事

故
時

に
お

い
て

、
当

該
再

処
理

施
設

及
び

そ
の

境
界

付
近

に
お

け
る

放
射

性
物

質
の

濃
度

及
び

線
量

を
監

視
し

、
及

び
測

定
し

、
並

び
に

設
計

基
準

事
故

時
に

お
け

る
迅

速
な

対
応

の
た

め
に

必
要

な
情

報
を

制
御

室
そ

の
他

当
該

情
報

を
伝

達
す

る
必

要
が

あ
る

場
所

に
表

示
で

き
る

設
備

（
安

全
機

能
を

有
す

る
施

設
に

属
す

る
も

の
に

限
る

。
）

を
設

け
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

    

本
変

更
の

影
響

を
受

け
る

規
則

要
求

は
な

い
。
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3
-
1
4
 

 

 
再

処
理

施
設

の
位

置
、

構
造

及
び

設
備

の
基

準
に

関
す

る
規

則
 

規
則

適
合

性
 

（
保

安
電

源
設

備
）

 

第
二

十
五

条
 

再
処

理
施

設
は

、
安

全
上

重
要

な
施

設
が

そ
の

機
能

を

維
持

す
る

た
め

に
必

要
と

な
る

電
力

を
当

該
安

全
上

重
要

な
施

設
に

供
給

す
る

た
め

、
電

力
系

統
に

連
系

し
た

も
の

で
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

２
 

再
処

理
施

設
に

は
、

非
常

用
電

源
設

備
（

安
全

機
能

を
有

す
る

施

設
に

属
す

る
も

の
に

限
る

。
以

下
こ

の
条

に
お

い
て

同
じ

。
）

を
設

け
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

３
 

保
安

電
源

設
備

（
安

全
機

能
を

有
す

る
施

設
へ

電
力

を
供

給
す

る

た
め

の
設

備
を

い
う

。
）

は
、

電
線

路
及

び
非

常
用

電
源

設
備

か
ら

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

へ
の

電
力

の
供

給
が

停
止

す
る

こ
と

が
な

い
よ

う
、

機
器

の
損

壊
、

故
障

そ
の

他
の

異
常

を
検

知
す

る
と

と
も

に
、

そ
の

拡
大

を
防

止
す

る
も

の
で

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

４
 

再
処

理
施

設
に

接
続

す
る

電
線

路
の

う
ち

少
な

く
と

も
二

回
線

は
、

当
該

再
処

理
施

設
に

お
い

て
受

電
可

能
な

も
の

で
あ

り
、

か

つ
、

そ
れ

に
よ

り
当

該
再

処
理

施
設

を
電

力
系

統
に

連
系

す
る

も
の

で
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

５
 

非
常

用
電

源
設

備
及

び
そ

の
附

属
設

備
は

、
多

重
性

を
確

保
し

、

及
び

独
立

性
を

確
保

し
、

そ
の

系
統

を
構

成
す

る
機

械
又

は
器

具
の

単
一

故
障

が
発

生
し

た
場

合
で

あ
っ

て
も

、
運

転
時

の
異

常
な

過
渡

変
化

時
又

は
設

計
基

準
事

故
時

に
お

い
て

安
全

上
重

要
な

施
設

及
び

設
計

基
準

事
故

に
対

処
す

る
た

め
の

設
備

が
そ

の
機

能
を

確
保

す
る

た
め

に
十

分
な

容
量

を
有

す
る

も
の

で
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

本
変

更
の

影
響

を
受

け
る

規
則

要
求

は
な

い
。
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3
-
1
5
 

 

 
再

処
理

施
設

の
位

置
、

構
造

及
び

設
備

の
基

準
に

関
す

る
規

則
 

規
則

適
合

性
 

（
緊

急
時

対
策

所
）

 

第
二

十
六

条
 

工
場

等
に

は
、

設
計

基
準

事
故

が
発

生
し

た
場

合
に

適

切
な

措
置

を
と

る
た

め
、

緊
急

時
対

策
所

を
制

御
室

以
外

の
場

所
に

設
け

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

２
 

緊
急

時
対

策
所

及
び

そ
の

近
傍

並
び

に
有

毒
ガ

ス
の

発
生

源
の

近

傍
に

は
、

有
毒

ガ
ス

が
発

生
し

た
場

合
に

適
切

な
措

置
を

と
る

た

め
、

工
場

等
内

に
お

け
る

有
毒

ガ
ス

の
発

生
を

検
出

す
る

た
め

の
装

置
及

び
当

該
装

置
が

有
毒

ガ
ス

の
発

生
を

検
出

し
た

場
合

に
緊

急
時

対
策

所
に

お
い

て
自

動
的

に
警

報
す

る
た

め
の

装
置

そ
の

他
の

適
切

に
防

護
す

る
た

め
の

設
備

を
設

け
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

本
変

更
の

影
響

を
受

け
る

規
則

要
求

は
な

い
。

 

 

（
通

信
連

絡
設

備
）

 

第
二

十
七

条
 

工
場

等
に

は
、

設
計

基
準

事
故

が
発

生
し

た
場

合
に

お

い
て

工
場

等
内

の
人

に
対

し
必

要
な

指
示

が
で

き
る

よ
う

、
警

報
装

置
（

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

に
属

す
る

も
の

に
限

る
。
）

及
び

多

様
性

を
確

保
し

た
通

信
連

絡
設

備
（

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

に
属

す
る

も
の

に
限

る
。
）

を
設

け
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

２
 

工
場

等
に

は
、

設
計

基
準

事
故

が
発

生
し

た
場

合
に

お
い

て
再

処

理
施

設
外

の
通

信
連

絡
を

す
る

必
要

が
あ

る
場

所
と

通
信

連
絡

が
で

き
る

よ
う

、
多

様
性

を
確

保
し

た
専

用
通

信
回

線
を

設
け

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

本
変

更
の

影
響

を
受

け
る

規
則

要
求

は
な

い
。

 

 

22



 

 

 

 

 

 

 

 

 

２章 補足説明資料 

23



再
処

理
施

設
　

安
全

審
査

　
整

理
資

料
　

補
足

説
明

資
料

リ
ス

ト
令

和
２

年
４

月
1
3
日

　
R

5

資
料

N
o
.

名
称

提
出

日
R

e
v

補
足

説
明

資
料

１
使

用
済

燃
料

の
変

更
内

容
4
/
1
3

5

補
足

説
明

資
料

２
放

出
管

理
目

標
値

の
変

更
4
/
1
3

3

補
足

説
明

資
料

３
使

用
済

燃
料

仕
様

の
冷

却
年

数
変

更
に

伴
う

再
処

理
施

設
の

安
全

設
計

へ
の

影
響

に
つ

い
て

1
2
/
2

3

補
足

説
明

資
料

４
使

用
済

燃
料

仕
様

の
冷

却
年

数
変

更
に

伴
う

設
計

基
準

事
故

へ
の

影
響

1
1
/
2
2

2

備
考

使
用

済
燃

料
の

冷
却

期
間

の
変

更
（
1
5
 年

冷
却

）
と

安
全

設
計

及
び

安
全

評
価

へ
の

影
響

再
処

理
施

設
　

安
全

審
査

　
整

理
資

料
　

補
足

説
明

資
料

（
1
/
1
）

24



 

令和元年 12 月 2 日 R3 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足説明資料１ 

25



補 1-1 

 

使用済燃料の変更内容 

 

１．燃料仕様変更の目的 

重大事故等対処については放射能量，発熱量等に基づいた対策の優先

順位，対処の手順等の検討が重要となるが，冷却期間の設計条件は，現状

の使用済燃料の保管状況及び今後，受入れが見込まれる冷却期間より短い

期間であり，実際の事故対処と整合しない懸念がある。 

このため，現実的な使用済燃料の冷却期間として，再処理施設に受け

入れるまでの冷却期間を１年から概ね 12 年，せん断処理するまでの冷却

期間を，４年から 15 年に変更する。 

現実的な冷却期間に変更することにより，重大事故等の対処に要する

時間を確保し，重大事故等の対処の実施を確実にするとともに，重大事故

等が発生した際の公衆及び放射線業務従事者等への放射性物質等による影

響を低減する。 

本書では，冷却期間の見直しによる効果及び運転管理について説明す

る。 

 

①崩壊熱密度の観点 

蒸発乾固や水素爆発等の重大事故等への対応の習熟が図られるまで

の間，崩壊熱密度を制限し，時間余裕を確保した上で重大事故の対処

に係る各対策を確実にする。 

再処理する使用済燃料の冷却期間を変更することにより，崩壊熱密

度の低減効果は下表のとおりであり，崩壊熱密度の低減割合に比例し

て重大事故等の時間余裕が延びる。 
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補 1-2 

 

各種溶液の代表的な崩壊熱密度 

溶液の種類 
崩壊熱密度 

冷却期間４年 冷却期間 15 年 

 溶解液 1500 W/m3 600 W/m3 

 抽出廃液 790 W/m3 290 W/m3 

 Ｐｕ濃縮液 8800 W/m3 8600 W/m3 

 不溶解残渣廃液 6200 W/m3 4 W/m3 

 高レベル濃縮廃液 10 kW/m3 3600 W/m3 

 

②放射能量の観点 

重大事故等の発生により，放射性物質の大気中への放出に至るよう

な事態に至ったとしても，溶液中の放射能量の総量を制限することで，

その影響を一定程度以下に抑える。 

特に，蒸発乾固の特徴である放射性ルテニウムの場合，再処理する

使用済燃料の冷却期間を変更することによりその放射能量は約 1/2000

に減衰し，また，セシウムやストロンチウム等の放射能量も約 2/3 に

減衰する。 
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補 1-3 

 

２．崩壊熱密度や Ru-106 の放射能に影響する燃料条件の要素 

燃焼度は，原子炉における運転によって決まるため，使用済燃料の

受入れ施設及び貯蔵施設の燃料貯蔵プールに受け入れる使用済燃料の

燃焼度を管理するのは困難である。 

一方，冷却期間は，原子炉から燃料を取り出した後の再処理までの

期間に依存し，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の燃料貯蔵プー

ルには 3,000t・UPrの貯蔵能力があるため，再処理する使用済燃料の冷

却期間を管理することは比較的容易である。 

特に，Ru-106 の半減期は 1.02 年と比較的短いため，冷却期間を長く

することによる減衰効果が大きく，また，放射能の減衰に伴い崩壊熱

も減衰する。 
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図 冷却年数における崩壊熱（左）及び Ru-106 の減衰（右） 
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補 1-4 

 

３．使用済燃料の貯蔵を踏まえた運転管理 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の燃料貯蔵プールには，現在

約 3,000t・UPrの使用済燃料を貯蔵している。 

使用済燃料の予定再処理数量を基に以下の処理量にて冷却期間の長

い順に再処理することを想定する。 

その結果，使用済燃料の約 90％は冷却期間 15 年以上で再処理可能で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 燃料貯蔵プールの冷却年数（2016 年 3 月 31 日時点） 
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補 1-5 

 

以上より，現実的な運転を考えた場合には，再処理する使用済燃料の

冷却期間を 15 年以上確保できる見通しである。 

下表に，冷却期間の変更前後の代表例を示す。 

 

冷却期間４年 

（標準燃料条件） 
冷却期間 15 年 

崩壊熱

密度 

高レベル濃縮廃液 10 kW/m3 3.6 kW/m3 

時間余裕※1 約 6 時間 約 23 時間 

不溶解残渣廃液 6.2/2.8 kW/m3 0.004/0.002 kW/m3 

時間余裕※2 約 2 時間 約 6100 時間 

Ru-106 
高レベル濃縮廃液中

の Ru-106 総量 
3.0×106 TBq 1.5×103 TBq 

※1 高レベル廃液混合槽 A における沸騰に至るまでの時間（蒸発乾固） 

※2 第 1 不溶解残渣廃液貯槽において気相部の水素濃度が 8%に至るまでの時間 

（水素爆発） 

 

再処理施設に受入れる使用済燃料，せん断処理等する使用済燃料の冷

却期間を見直すことを踏まえ，重大事故の特定及び具体的対処においては

以下の条件を前提とする。 

 ①使用済燃料受入れ・貯蔵施設以外の再処理設備本体等 

冷却期間 15 年の使用済燃料の条件を用いる。 

 ②使用済燃料受入れ・貯蔵施設 

使用済燃料受入れ・貯蔵施設に受け入れる使用済燃料の冷却期間

を概ね 12 年として管理することを踏まえ，前提条件を以下のとお

り設定する。 

使用済燃料受入れ・貯蔵施設の燃料貯蔵プールで貯蔵する使用済

燃料 3,000t・UPrに対し，冷却期間 12 年の燃料が 2,400t・UPr及び

冷却期間４年の燃料が 600t・UPr貯蔵された状態とする。 
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補2-1 

 

放出管理目標値の変更 

 

１．概要 

  気体廃棄物の放出に当たっては，主排気筒，北換気筒及び低

レベル廃棄物処理建屋換気筒から放出する放射性物質を測定

し，周辺監視区域外における空気中の放射性物質の濃度が「核

原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に

基づく線量限度等を定める告示（平成27年８月31日原子力規制

委員会告示第８号）」（以下，「線量告示」という。）に定め

られた周辺監視区域外における線量限度及び空気中の放射性物

質の濃度限度を超えないようにするとともに，気体廃棄物の放

出管理目標値を設定し，これを超えないように管理している。 

液体廃棄物の放出においても，廃液中の放射性物質の濃度を

測定して放出量を算出し，放射性物質の海洋放出に起因する線

量が線量告示に定められた線量限度を超えないようにするとと

もに，液体廃棄物の放出管理目標値を設定し，これを超えない

ように管理している。 

  上記の放出管理目標値について，再処理施設で処理する使用

済燃料の冷却期間の変更を踏まえ設定する。 

  変更後の放出管理目標値は，平成４年12月24日付け４安（核

規）第844号をもって事業の指定を受け，その後，平成９年７

月29日付け９安（核規）第468号，平成14年４月18日付け平成

14･04･03原第13号，平成17年９月29日付け平成17･09･13原第５

号及び平成23年２月14日付け平成22･02･19原第11号で変更の許
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可を受けた再処理事業指定申請書の本文及び添付書類（以下

「旧申請書」という。）の使用済燃料の仕様（再処理施設に受

け入れるまでの期間１年以上，せん断処理までの期間４年以

上）に基づく放出管理目標値に対し，冷却期間の変更に伴う核

種の減衰及び生成を考慮して算定した。 

  変更後の冷却期間については，より厳しい放出管理目標値を

設定するため，再処理施設に受け入れるまでの冷却期間を12

年，せん断処理するまでの冷却期間を15年とする。 
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２．変更前後の放出管理目標値 

２．１ 変更前の放出管理目標値 

旧申請書の使用済燃料の仕様に基づく気体及び液体廃棄物の

放出管理目標値を第１表及び第２表に示す。 

 

第１表 気体廃棄物の放出管理目標値 

核        種 放出管理目標値 (Ｂq／ｙ) 

 Kr － 85 

 Ｈ － ３ 

 Ｃ －  14 

 Ｉ － 129 

 Ｉ － 131 

 その他核種 

  アルファ線を放出する核種 

  アルファ線を放出しない核種 

3.3×1017 

1.9×1015 

5.2×1013 

1.1×1010 

1.7×1010 

 

3.3×10８  

9.4×1010 

 

第２表 液体廃棄物の放出管理目標値 

核        種 放出管理目標値 (Ｂq／ｙ) 

 Ｈ － ３ 

 Ｉ － 129 

 Ｉ － 131 

 その他核種 

  アルファ線を放出する核種 

  アルファ線を放出しない核種 

1.8×1016 

4.3×1010 

1.7×1011 

 

3.8×10９  

2.1×1011 
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２．２ 使用済燃料の冷却期間の変更に伴う放出管理目標値 

使用済燃料の冷却期間の変更に基づく気体及び液体廃棄物の

放出管理目標値を第３表及び第４表に示す。 

 

第３表 気体廃棄物の放出管理目標値 

核        種 放出管理目標値 (Ｂq／ｙ) 

 Kr － 85 

 Ｈ － ３ 

 Ｃ －  14 

 Ｉ － 129 

 Ｉ － 131 

 その他核種 

  アルファ線を放出する核種 

  アルファ線を放出しない核種 

1.6×1017 

1.0×1015 

5.1×1013 

1.1×1010 

1.0×1010 

 

3.1×10８  

7.5×10９  

 

第４表 液体廃棄物の放出管理目標値 

核        種 放出管理目標値 (Ｂq／ｙ) 

 Ｈ － ３ 

 Ｉ － 129 

 Ｉ － 131 

 その他核種 

  アルファ線を放出する核種 

  アルファ線を放出しない核種 

9.7×1015 

4.3×1010 

1.0×1011 

 

3.6×10９  

9.5×1010 
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３．変更後の放出管理目標値の算出方法 

冷却期間以外には変更がないため，燃料組成等に係る計算コー

ド（ＯＲＩＧＥＮ２）により算出される燃料照射後の核種の組成

について，せん断処理するまでの冷却期間である照射後４年に対

する照射後 15 年の減衰比（係数）及び再処理施設に受け入れる

までの冷却期間である照射後 1 年に対する照射後 12 年の減衰比

（係数）を求め，その係数を旧申請書に基づく放出管理目標値に

乗じて，変更後の放出管理目標値を算出した。なお，変更前後の

冷却期間の差は両者とも 11 年であるため，二つの係数は等しく

なる。  

各核種の算出方法を以下に示す。 

 

３．１ 使用済燃料中に含まれる核種 

 （ １ ）  Kr－85，Ｈ－３，Ｃ－14，Ｉ－129 

   変更前の放出管理目標値に，ＯＲＩＧＥＮ２で算出される

４年冷却の値と15年冷却の値の比（15年/４年）を乗じて算

出した。 

 （ ２ ）  その他核種 

   ａ．アルファ線を放出する核種 

     ウラン，プルトニウム，ネプツニウム及びその他アク

チノイド（Am－241，Cm－242 等）について， （ １ ）と同様

の方法で核種ごとの値を算出し，積算した。 

   ｂ．アルファ線を放出しない核種 

Tc－99，Pu－241，Ru／Rh（Ru－106，Rh－106），及び

その他核分裂生成物質（Sr－90，Ｙ－90，Cs－134，Cs－
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137，Ba－137m 等）について， （ １ ）と同様の方法で核種ご

との値を算出し，積算した。 

 

３．２ 再処理施設で生成する核種 

  再処理施設で生成するＩ－131 について，以下に示す方法で

放出管理目標値を算出した。 

（ １ ）  Cm，Pu の自発核分裂からのＩ－131 生成量 

  変更前の使用済燃料中の Cm，Pu の自発核分裂からのＩ－131

生成量に，ＯＲＩＧＥＮ２で算出される Cm－242 等，Pu－238

等の４年冷却の積算値と 15 年冷却の積算値の比（15 年/４

年）を乗じて，変更後の生成量を発生源ごとに算出した。 

（ ２ ）  中性子吸収による核分裂からのＩ－131 生成量 

   変更前の使用済燃料中での中性子吸収による核分裂からの

Ｉ－131 生成量に，ＯＲＩＧＥＮ２で算出される Cm－242 等，

Pu－238 等の４年冷却の積算値と 15 年冷却の積算値の比（15

年/４年）を乗じて，変更後の生成量を発生源ごとに算出し

た。 

（ ３ ）  放出管理目標値の算出 

   上記 （ １ ）， （ ２ ）の算出値を積算し，気体廃棄物については，

よう素フィルタの除染係数を考慮し，液体廃棄物について

は，海洋へ全量放出するものとして算出した。 
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４．放出管理目標値の変更に伴う実効線量評価 

  放出管理目標値の変更に伴う気体及び液体廃棄物の放出によ

る実効線量については，変更前後の各核種の放出管理目標値の

比より算出した。 

算出の結果，気体廃棄物の放出に係る実効線量は，年間約

1.9×10－２ｍＳｖから年間約 1.2×10－２ｍＳｖとなり，液体廃

棄物の放出に係る実効線量は，年間約 3.1×10－３ｍＳｖから年

間約 1.9×10－ ３ｍＳｖとなる。 
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補 3-1 

使用済燃料仕様の冷却年数変更に伴う再処理施設の安全設計への影響について 

 

１．はじめに 

重大事故等対処については放射能量，発熱量等に基づいた対策の優

先順位，対処の手順等の検討が重要となるため，冷却期間の設定条件

を，現状の使用済燃料の保管状況及び今後，受入れが見込まれる冷却

期間とし，実際の事故対処と整合させることが適切である。 

このため，現実的な使用済燃料の冷却期間として，再処理施設に受

け入れるまでの冷却期間を１年から概ね 12 年，せん断処理するまでの

冷却期間を，４年から 15 年に変更する。 

また，現実的な冷却期間に変更することにより，重大事故等の対処

に要する時間を確保し，重大事故等の対処の実施を確実にするととも

に，重大事故等が発生した際の公衆及び放射線業務従事者等への放射

性物質等による影響を低減する。 

再処理施設の安全設計，設計基準事故の設計及び評価条件は，再処

理施設に受け入れるまでの冷却期間を１年以上，せん断処理するまで

の冷却期間を４年以上（以下，「現設計」という。）としており，これ

らが保守的な条件であることを説明する。 

なお，放出管理は補足説明資料２，設計基準事故は補足説明資料４

に示すため，本書では，安全設計について説明する。 

 

２．現設計への影響確認 

再処理施設の安全設計に用いる設計用の使用済燃料の仕様は，添付

資料のとおり，目的に応じて厳しい側の条件を与える使用済燃料集合

体燃焼度，照射前燃料濃縮度，比出力，冷却期間及び燃料型式を組み
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合わせている。 

 

２．１ 臨界安全設計 

再処理施設の臨界安全設計は，使用済燃料を１体程度の量で取り

扱う場合を１体領域，１日あたりに再処理する使用済燃料を混合し，

平均燃焼度 45,000MWd/tUPr 以下になるように調整する計量・調整槽

以降の溶解液等を取り扱う場合を１日平均領域として評価している。 

それぞれの領域での設計は，評価結果が厳しくなる条件を用いて

評価している。詳細を以下に示す。 

①１体領域 

１体領域では，添付資料の臨界安全設計の１体領域に記載した範

囲が対象となる。 

使用済燃料の受入れ・貯蔵建屋の燃焼度計測前燃料仮置きラック

については，燃焼度計測前の燃料を取り扱うことから，冷却期間を

０年とするなどの厳しい条件で臨界計算を実施している。また，溶

解槽から計量・調整槽までの機器については，Pu-241（半減期

14.29 年）は，中性子吸収効果を持つ Am-241 に壊変することから，

冷却期間を長くするほど実効増倍率は低下する。そのため，厳しい

評価となるように評価用の使用済燃料を個別に設定して臨界計算を

実施している。 

②１日平均領域 

計量・調整槽で同位体組成分析を実施することにより，計量後の

中間貯槽以降の機器は，U-235≦1.6wt%及び Pu-240≧17wt%を条件

としている。 

１日平均領域での臨界安全設計では，厳しい評価となるように
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U-235 及び Pu-240 をそれぞれ 1.6wt%及び 17wt%として評価してい

る。そのため，冷却期間は寄与しない。 

 

以上より，再処理施設の臨界安全設計は，保守的な条件で設計し

ているため変更しない。  
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２．２ 遮蔽設計 

ガンマ線の遮蔽設計に用いる線源強度及びエネルギースペクトル

は，放射性物質の減衰及び子孫核種の増加を踏まえ，核種や施設に

応じた使用済燃料の冷却期間を設定し，厳しい評価となるように安

全設計を行っている。詳細を以下に示す。 

①ガンマ線の遮蔽設計 

ガンマ線が最大となる冷却期間として，使用済燃料の受入れ施設

及び貯蔵施設の冷却年数は１年，せん断処理施設以降の冷却年数は

４年としている。 

ただし，脱硝施設および製品貯蔵施設でウランを取り扱う領域に

ついては，子孫核種の影響（例えば Pu-236 のα崩壊による U-232

の増加）を考慮し設定している。 

②中性子線の遮蔽設計 

中性子線源が最大となる冷却期間として，使用済燃料の受入れ施

設および貯蔵施設の冷却期間は１年，せん断処理施設以降の冷却期

間は４年としている。 

以上により，再処理施設の遮蔽設計は，保守的な条件で設計して

いるため変更しない。  
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２．３ 崩壊熱除去設計 

崩壊熱量は，冷却期間が短いほど核分裂生成物，放射化生成物，

プルトニウム（Pu-238）等の影響により大きくなる。参考として，

冷却期間４年を基準とした使用済燃料の崩壊熱の減衰を図１に示す。 

現設計条件は，厳しい評価となるように使用済燃料の受入れ施設

及び貯蔵施設の冷却期間は１年，せん断処理施設以降の冷却期間は

４年としている。 

以上より，再処理施設の崩壊熱除去設計は，保守的な条件で設計

しているため変更しない。 

 

図１ 使用済燃料中の崩壊熱の減衰（基準：冷却期間４年） 
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２．４ 推定年間放出量 

推定年間放出量は，短い冷却期間ほど放射能量は大きくなる。参

考として，冷却期間４年を基準とした使用済燃料の放射能の減衰を

図２に示す。また，冷却期間の見直し前後の大気への放射性物質の

推定年間放出量を表１，海洋への放射性物質の推定年間放出量を表

２に示す。 

現設計条件は，厳しい評価となるように，せん断処理施設以降の

冷却期間は４年とし，使用済燃料の受入れ・貯蔵建屋での冷却期間

は１年としている。 

以上により，再処理施設からの推定年管放出量は，保守的な条件

で設計しているため変更しない。 

 

 

図２ 使用済燃料中の放射能の減衰（基準：冷却期間４年） 
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表１ 大気への放射性物質の推定年間放出量 

核種 
推定年間放出量（Bq/y） 

変更前 変更後 

Kr-85 

H-3 

C-14 

I-129 

I-131 

その他よう素 

その他希ガス 

その他核種 

 アルファ線を放出する核種 

アルファ線を放出しない核種 

約 3.3×1017 

約 1.9×1015 

約 5.2×1013 

約 1.1×1010 

約 1.7×1010 

約 1.7×1012 

約 1.9×1014 

 

約 3.3×108 

約 9.4×1010 

約 1.6×1017 

約 1.0×1015 

約 5.1×1013 

約 1.1×1010 

約 1.0×1010 

約 1.0×1012 

約 1.2×1014 

 

約 3.1×108 

約 7.5×1010 

 

表２ 海洋への放射性物質の推定年間放出量 

核種 
推定年間放出量（Bq/y） 

変更前 変更後 

H-3 

I-129 

I-131 

その他核種 

 アルファ線を放出する核種 

アルファ線を放出しない核種 

約 1.8×1016 

約 4.3×1010 

約 1.7×1011 

 

約 3.8×109 

約 2.1×1011 

約 9.7×1015 

約 4.3×1010 

約 1.0×1011 

 

約 3.6×109 

約 9.5×1010 
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２．５ 核燃料物質収支図 

現設計条件では，せん断処理施設以降の冷却期間は４年とし，図

３に示す核燃料物質収支図としている。 

プルトニウムの収率は使用済燃料の冷却期間に依存しないため，

現設計からの変更はない。 

 

 

図３ 再処理工程における核燃料物質収支図（現設計） 
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使用済燃料仕様の冷却年数変更に伴う設計基準事故への影響 

 

１．目的 

設計基準事故の評価のうち，「使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設での

使用済燃料集合体落下」の評価においては，燃料棒内の核分裂生成物の量と

して使用済燃料の冷却期間１年を基に事故時の線量評価を，せん断処理以降

の設計基準事故においては，放射性物質の濃度として使用済燃料の冷却期間

４年を基に設計基準事故時の線量評価を行っている。 

しかし，しゅん工後は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の燃料貯蔵

プールの容量 3,000ｔ・ＵＰｒのうち，冷却期間４年以上 12 年未満の使用済

燃料の貯蔵量が 600ｔ・ＵＰｒ未満であり，それ以外は冷却期間 12 年以上の

使用済燃料となるように，新たに受け入れる使用済燃料の冷却期間を制限す

ること，及びせん断処理するまでの冷却期間が 15 年以上となるように計画

し管理することとしている。 

再処理事業指定申請書においては，より厳しい評価となるように，使用済

燃料の冷却期間を１年または４年を基に設計基準事故時の線量評価を行って

いるが，上記を踏まえて，冷却期間の変更に伴い，運転時の異常な過渡変化

及び設計基準事故（以下，「事故等」という。）の選定及び公衆への線量評価

結果に対する影響を確認する。具体的には，事故等の選定において，分類項

目ごとに事象の内容と拡大防止対策又は影響緩和対策との関連で事故等の厳

しさを比較検討し，最も厳しい事象について評価を行っていることから，事

故等の選定及び評価結果が冷却期間の変更によって変わらないことを確認す

る。 
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２．運転時の異常な過渡変化の評価に対する影響 

運転時の異常な過渡変化においては，事象の分類項目ごとに最大許容限度

に至るまでの時間余裕の有無又は事象が波及，拡大した場合の影響の大きさ

に着目して，運転時の異常な過渡変化を選定し評価を行っている。 

運転時の異常な過渡変化の選定に対する冷却期間の変更の影響について分

類項目ごとに以下に示す。 

(1) 火災への拡大 

火災への拡大に属する事象は，事象が波及，拡大した場合の公衆の線量

の観点から，機器の放射性物質の保有量によるものとし，機器の放射性物

質の保有量事象中にプルトニウムを多量に含む機器があることから，プル

トニウムの保有量で事象の厳しさを比較している。 

有機溶媒中のプルトニウム濃度及び機器内の有機溶媒量は，プロセス上

の値であり，冷却期間の変更の影響はなく，運転時の異常な過渡変化の選

定結果の変更はない。 

(2) 爆発への拡大 

この分類項目に属する事象は，水素濃度上昇及びＴＢＰ等の錯体の急

激な分解反応に対する拡大防止対策の違いにより二つに分類する。 

(a) 水素濃度上昇 

類似事象がないため，運転時の異常な過渡変化の選定は変わらない。 

(b) ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応に属する事象は，事象が波及，拡大

した場合の公衆の線量の観点から，濃縮缶（又は蒸発缶）内の放射性物

質の保有量により事象の厳しさを比較している。 

冷却期間の変更を反映した場合においても事象の厳しさによる運転時

の異常な過渡変化に選定された事象が変更にならないことを確認した。 
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(3) 臨界への拡大 

臨界への拡大に属する事象は，臨界安全管理の方法を考慮し，潜在的な

臨界への拡大の観点から事象の厳しさを比較している。 

臨界安全管理の方法は冷却期間の変更によらないことから，運転時の異

常な過渡変化の選定結果の変更はない。 

(4) 機器の過加熱 

機器の過加熱に属する事象は，ウラン・プルトニウム混合脱硝設備の焙

焼・還元系の焙焼炉及び還元炉である。しかしながら，両機器に事象の厳

しさに差異はなく，還元炉では可燃物である水素を扱うことから還元炉を

運転時の異常な過渡変化として選定している。 

選定において冷却期間は考慮していないことから，選定結果の変更はない。 

(5) 放射性物質の浄化機能の低下 

放射性物質の浄化機能の低下に属する事象は，事象が波及，拡大した場

合の公衆の線量の観点から，濃縮缶の蒸発率及び缶内液の放射性物質濃度

により事象の厳しさを比較している。 

冷却期間の変更を反映した場合においても事象の厳しさによる運転時

の異常な過渡変化に選定された事象が変更にならないことを確認した。 

(6) 外部電源喪失 

再処理施設全体を対象として評価するので運転時の異常な過渡変化の

選定は変わらない。 

 

以上の結果を第１表に示す。各分類項目の代表事象として運転時の異常な

過渡変化に選定した事象を，表中において太字で示す。 
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に

よ
る

有
機
溶

媒
温

度
上

昇
 

類
似

事
象
 

有
機

溶
媒

の
供
給

流
量

低
下

に
よ
る

有
機

溶
媒

温
度

上
昇
 
「

分
離

施
設

」
，

「
精

製
施

設
」
並

び
に

「
酸

及
び
溶

媒
の

回
収

施
設
」

 

溶
媒

回
収

設
備
 

溶
媒

再
生

系
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

精
製

系
 

第
１

洗
浄

器
 

＜
4
.
5
E
-
0
2
 
ｇ
 

類
似

事
象
 

加
熱

温
水

温
度
上

昇
に

よ
る

有
機
溶

媒
温

度
上

昇
 

類
似

事
象
 

有
機

溶
媒

の
供
給

流
量

低
下

に
よ
る

有
機

溶
媒

温
度

上
昇
 
「

分
離

施
設

」
，

「
精

製
施

設
」
並

び
に

「
酸

及
び
溶

媒
の

回
収

施
設
」

 

溶
媒

回
収

設
備
 

溶
媒

再
生

系
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

精
製

系
 

第
３

洗
浄

器
 

＜
3
.
7
E
-
0
3
 
ｇ
 

類
似

事
象
 

加
熱

温
水

温
度
上

昇
に

よ
る

有
機
溶

媒
温

度
上

昇
 

＊
：

事
象

中
に

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

を
多

量
に

含
む

機
器

が
あ

る
こ

と
か

ら
，

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

の
保

有
量

で
事

象
の

厳
し

さ
を

比
較

し
て

い
る

。
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補
4
-
5
 

第
１

表
(
2
)
 

運
転

時
の

異
常

な
過

渡
変

化
の

選
定

の
確

認
結

果
（

爆
発

へ
の

拡
大

：
Ｔ

Ｂ
Ｐ

等
の

錯
体

の
急

激
な

分
解

反
応

）
 

＊
：

濃
縮

缶
及

び
蒸

発
缶

内
の

放
射

性
物

質
の

保
有

量
で

事
象

の
厳

し
さ

を
比

較
し

て
い

る
。

 

  
 

 
事

象
 

施
設

 
設

備
 

機
器

 
事

象
の

厳
し

さ
（

放
射

性
物

質
の
保

有
量

）
＊
 

冷
却

年
数

4
年
 

冷
却

年
数

1
5
年
 

運
転

時
の

異
常

な
 

過
渡

変
化

 
一

次
蒸

気
の

流
量

増
大

に
よ

る
加

熱
蒸

気
温

度
上

昇
 

「
分

離
施

設
」

，
「

精
製

施
設

」
並

び
に

「
酸

及
び

溶
媒

の
回

収
施

設
」

 

高
レ

ベ
ル

廃
液

濃
縮

設

備
 

高
レ

ベ
ル

廃
液

濃
縮

缶
 

1
.
2
E
＋

1
8
 

 
B
q
 

2
.
3
E
＋

1
6
 

α
B
q
 

5
.
2
E
＋

1
7
 

 
B
q
 

1
.
8
E
＋

1
6
 

α
B
q
 

類
似

事
象
 

一
次

蒸
気

の
流
量

増
大

に
よ

る
加
熱

蒸
気

温
度

上
昇
 

「
分

離
施

設
」
，

「
精

製
施

設
」
並

び
に

「
酸

及
び
溶

媒
の

回
収

施
設
」

 
分

配
設

備
 

ウ
ラ

ン
濃

縮
缶
 

5
.
3
E
＋

1
1
 

 
B
q 

1
.
7
E
＋

1
1
 

α
B
q 

5
.
2
E
＋

0
9
 

 
B
q 

1
.
8
E
＋

1
1
 

α
B
q 

類
似

事
象
 

一
次

蒸
気

の
流
量

増
大

に
よ

る
加
熱

蒸
気

温
度

上
昇
 

「
分

離
施

設
」
，

「
精

製
施

設
」
並

び
に

「
酸

及
び
溶

媒
の

回
収

施
設
」

 
ウ

ラ
ン

精
製

設
備
 

ウ
ラ

ン
濃

縮
缶
 

3
.
1
E
＋

0
9
 

 
B
q 

1
.
3
E
＋

1
1
 

α
B
q 

2
.
9
E
＋

0
7
 

 
B
q 

1
.
4
E
＋

1
1
 

α
B
q 

類
似

事
象
 

一
次

蒸
気

の
流
量

増
大

に
よ

る
加
熱

蒸
気

温
度

上
昇
 

「
分

離
施

設
」
，

「
精

製
施

設
」
並

び
に

「
酸

及
び
溶

媒
の

回
収

施
設
」

 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム
精

製
設

備
 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

缶
 

1
.
2
E
＋

1
0
 

 
B
q 

1
.
4
E
＋

1
5
 

α
B
q 

1
.
2
E
＋

0
8
 

 
B
q 

1
.
5
E
＋

1
5
 

α
B
q 

類
似

事
象
 

一
次

蒸
気

の
流
量

増
大

に
よ

る
加
熱

蒸
気

温
度

上
昇
 

「
分

離
施

設
」
，

「
精

製
施

設
」
並

び
に

「
酸

及
び
溶

媒
の

回
収

施
設
」

 

酸
回

収
設

備
 
第

２
酸

回
収

系
 

蒸
発

缶
 

1
.
3
E
＋

1
3
 

 
B
q 

4
.
9
E
＋

1
2
 

α
B
q 

4
.
4
E
＋

1
1
 

 
B
q 

3
.
9
E
＋

1
2
 

α
B
q 
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補
4
-
6
 

第
１

表
(
3
)
 

運
転

時
の

異
常

な
過

渡
変

化
の

選
定

の
確

認
結

果
（

臨
界

へ
の

拡
大

）
 

 
事

象
 

施
設

 
設

備
 

機
器

 
事

象
の

厳
し

さ
＊
 

冷
却

年
数

4
年
 

冷
却

年
数

1
5
年
 

運
転

時
の

異
常

な
 

過
渡

変
化

 

還
元

剤
流

量
（

濃
度

）
低

下
に

よ
る

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
度

上
昇

 

「
分

離
施

設
」

，
「

精
製

施
設

」
並

び
に

「
酸

及
び

溶
媒

の
回

収
施

設
」

 
分

配
設

備
 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

洗
浄

器
 

臨
界

安
全

管
理
の

方
法

は
冷

却
期
間

に
よ

ら
な

い

こ
と

か
ら

，
運
転

時
の

異
常

な
過
渡

変
化

の
選

定

結
果

の
変

更
は
な

い
。
 

類
似

事
象
 

溶
解

液
流

量
増
加

に
よ

る
抽

出
不
足

 
「

分
離

施
設

」
，

「
精

製
施

設
」
並

び
に

「
酸

及
び
溶

媒
の

回
収

施
設
」

 
分

離
設

備
 

抽
出

塔
 

類
似

事
象
 

有
機

溶
媒

流
量
低

下
に

よ
る

抽
出
不

足
 

「
分

離
施

設
」
，

「
精

製
施

設
」
並

び
に

「
酸

及
び
溶

媒
の

回
収

施
設
」

 
分

離
設

備
 

抽
出

塔
 

類
似

事
象
 

洗
浄

用
液

酸
濃
度

低
下

に
よ

る
抽
出

塔
で

の
抽

出
不

足
 

「
分

離
施

設
」
，

「
精

製
施

設
」
並

び
に

「
酸

及
び
溶

媒
の

回
収

施
設
」

 
分

離
設

備
 

第
１

洗
浄

塔
 

類
似

事
象
 

洗
浄

用
液

酸
濃
度

低
下

に
よ

る
洗
浄

不
良
 

「
分

離
施

設
」
，

「
精

製
施

設
」
並

び
に

「
酸

及
び
溶

媒
の

回
収

施
設
」

 
分

離
設

備
 

第
２

洗
浄

塔
 

類
似

事
象
 

逆
抽

出
用

液
の
流

量
低

下
に

よ
る
分

配
不

良
 

「
分

離
施

設
」
，

「
精

製
施

設
」
並

び
に

「
酸

及
び
溶

媒
の

回
収

施
設
」

 
分

配
設

備
  

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

分
配

塔
  

類
似

事
象
 

還
元

剤
流

量
（
濃

度
）

低
下

に
よ
る

分
配

不
良
 

「
分

離
施

設
」
，

「
精

製
施

設
」
並

び
に

「
酸

及
び
溶

媒
の

回
収

施
設
」

 
分

配
設

備
  

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

分
配

塔
  

類
似

事
象
 

ヒ
ド

ラ
ジ

ン
流
量

（
濃

度
）

低
下
に

よ
る

分
配

不
良
 

「
分

離
施

設
」
，

「
精

製
施

設
」
並

び
に

「
酸

及
び
溶

媒
の

回
収

施
設
」

 
分

配
設

備
  

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

分
配

塔
  

類
似

事
象
 

パ
ル

セ
ー

シ
ョ
ン

ガ
ス

供
給

低
下
に

よ
る

分
配

不
良
 

「
分

離
施

設
」
，

「
精

製
施

設
」
並

び
に

「
酸

及
び
溶

媒
の

回
収

施
設
」

 
分

配
設

備
  

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

分
配

塔
  

類
似

事
象
 

逆
抽

出
用

液
酸
濃

度
上

昇
に

よ
る
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
濃

度
上

昇
 

「
分

離
施

設
」
，

「
精

製
施

設
」
並

び
に

「
酸

及
び
溶

媒
の

回
収

施
設
」

 
分

配
設

備
 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

洗
浄

器
 

類
似

事
象
 

還
元

剤
流

量
（

濃
度

）
低

下
に

よ
る

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

逆
抽

出
不

良
 

「
分

離
施

設
」
，

「
精

製
施

設
」
並

び
に

「
酸

及
び
溶

媒
の

回
収

施
設
」

 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

精
製

設

備
 

逆
抽

出
塔
 

類
似

事
象
 

パ
ル

セ
ー

シ
ョ

ン
ガ

ス
供

給
低

下
に

よ
る

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

逆
抽

出
不

良
 

「
分

離
施

設
」
，

「
精

製
施

設
」
並

び
に

「
酸

及
び
溶

媒
の

回
収

施
設
」

 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

精
製

設

備
 

逆
抽

出
塔
 

類
似

事
象
 

逆
抽

出
用

液
の

酸
濃

度
の

上
昇

に
よ

る
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
濃

度
上

昇
 

「
分

離
施

設
」
，

「
精

製
施

設
」
並

び
に

「
酸

及
び
溶

媒
の

回
収

施
設
」

 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

精
製

設

備
 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

洗
浄

器
 

類
似

事
象
 

還
元

剤
流

量
（

濃
度

）
低

下
に

よ
る

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

逆
抽

出
不

良
 

「
分

離
施

設
」
，

「
精

製
施

設
」
並

び
に

「
酸

及
び
溶

媒
の

回
収

施
設
」

 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

精
製

設

備
 

逆
抽

出
塔
 

類
似

事
象
 

パ
ル

セ
ー

シ
ョ

ン
ガ

ス
供

給
低

下
に

よ
る

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

逆
抽

出
不

良
 

「
分

離
施

設
」
，

「
精

製
施

設
」
並

び
に

「
酸

及
び
溶

媒
の

回
収

施
設
」

 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

精
製

設

備
 

逆
抽

出
塔
 

＊
：

臨
界

安
全

管
理

の
方

法
を

考
慮

し
，

潜
在

的
な

臨
界

へ
の

拡
大

の
観

点
か

ら
事

象
の

厳
し

さ
を

比
較

し
て

い
る

。
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補
4
-
7
 

第
１

表
(
4
)
 

運
転

時
の

異
常

な
過

渡
変

化
の

選
定

の
確

認
結

果
（

機
器

の
過

加
熱

）
 

 
事

象
 

施
設

 
設

備
 

機
器

 
事

象
の

厳
し

さ
 

冷
却

年
数

4
年
 

冷
却

年
数

1
5
年
 

運
転

時
の

異
常

な
 

過
渡

変
化

 
ヒ

ー
タ

部
の

温
度

異
常

上
昇

 
「

脱
硝

施
設

」
並

び
に

「
製

品
貯

蔵

施
設

」
 

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ

ム
混

合
脱

硝
設

備
 

還
元

炉
 

類
似

事
象

と
事
象

の
厳

し
さ

に
差
異

は
な

く
，

還

元
炉

で
は

可
燃
物

で
あ

る
水

素
を
扱

う
こ

と
か

ら

還
元

炉
を

運
転
時

の
異

常
な

過
渡
変

化
と

し
て

選

定
し

て
い

る
。
選

定
に

お
い

て
冷
却

期
間

は
考

慮

し
て

い
な

い
こ
と

か
ら

，
選

定
結
果

の
変

更
は

な

い
。

 

類
似

事
象
 

ヒ
ー

タ
部

の
温
度

異
常

上
昇
 

「
脱

硝
施

設
」
並

び
に

「
製

品
貯
蔵

施
設

」
 

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ

ム
混

合
脱

硝
設
備
 

焙
焼

炉
 

 

第
１

表
(
5
)
 

運
転

時
の

異
常

な
過

渡
変

化
の

選
定

の
確

認
結

果
（

放
射

性
物

質
の

浄
化

機
能

の
低

下
）

 

 
事

象
 

施
設

 
設

備
 

機
器

 
事

象
の

厳
し

さ
＊
 

冷
却

年
数

4
年
 

冷
却

年
数

1
5
年
 

運
転

時
の

異
常

な
 

過
渡

変
化

 

凝
縮

器
で

の
冷

却
能

力
の

低
下

に
よ

る
廃

ガ
ス

中
蒸

気
量

の
増

大
 

「
分

離
施

設
」

，
「

精
製

施
設

」
並

び
に

「
酸

及
び

溶
媒

の
回

収
施

設
」

 

高
レ

ベ
ル

廃
液

濃
縮

設

備
 

高
レ

ベ
ル

廃
液

濃
縮

缶
凝

縮
器

 

2
.
4
E
＋

1
3
 

 
B
q
 

4
.
6
E
＋

1
1
 

α
B
q
 

1
.
1
E
＋

1
3
 

 
B
q
 

3
.
6
E
＋

1
1
 

α
B
q
 

類
似

事
象
 

凝
縮

器
で

の
冷
却

能
力

の
低

下
に
よ

る
廃

ガ
ス

中
蒸

気
量

の
増

大
 

「
分

離
施

設
」
，

「
精

製
施

設
」
並

び
に

「
酸

及
び
溶

媒
の

回
収

施
設
」

 
分

配
設

備
 

ウ
ラ

ン
濃

縮
缶

（
凝

縮
器

）
 

3
.
1
E
＋

0
7
 

 
B
q 

9
.
9
E
＋

0
6
 

α
B
q 

3
.
0
E
＋

0
5
 

 
B
q 

1
.
1
E
＋

0
7
 

α
B
q 

類
似

事
象
 

凝
縮

器
で

の
冷
却

能
力

の
低

下
に
よ

る
廃

ガ
ス

中
蒸

気
量

の
増

大
 

「
分

離
施

設
」
，

「
精

製
施

設
」
並

び
に

「
酸

及
び
溶

媒
の

回
収

施
設
」

 
ウ

ラ
ン

精
製

設
備
 

ウ
ラ

ン
濃

縮
缶

（
凝

縮
器

）
 

2
.
1
E
＋

0
5
 

 
B
q 

8
.
5
E
＋

0
6
 

α
B
q 

2
.
0
E
＋

0
3
 

 
B
q 

9
.
1
E
＋

0
6
 

α
B
q 

類
似

事
象
 

凝
縮

器
で

の
冷
却

能
力

の
低

下
に
よ

る
廃

ガ
ス

中
蒸

気
量

の
増

大
 

「
分

離
施

設
」
，

「
精

製
施

設
」
並

び
に

「
酸

及
び
溶

媒
の

回
収

施
設
」

 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム
精

製
設

備
 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

缶
（

凝
縮

器
）

 

7
.
2
E
＋

0
5
 

 
B
q 

8
.
5
E
＋

1
0
 

α
B
q 

7
.
2
E
＋

0
3
 

 
B
q 

8
.
8
E
＋

1
0
 

α
B
q 

類
似

事
象
 

凝
縮

器
で

の
冷
却

能
力

の
低

下
に
よ

る
廃

ガ
ス

中
蒸

気
量

の
増

大
 

「
分

離
施

設
」
，

「
精

製
施

設
」
並

び
に

「
酸

及
び
溶

媒
の

回
収

施
設
」

 

酸
回

収
設

備
 
第

１
酸

回
収

系
 

精
留

塔
（

凝
縮

器
）

 

4
.
6
E
＋

0
9
 

 
B
q 

1
.
2
E
＋

0
8
 

α
B
q 

5
.
2
E
＋

0
8
 

 
B
q 

1
.
1
E
＋

0
8
 

α
B
q 

類
似

事
象
 

凝
縮

器
で

の
冷
却

能
力

の
低

下
に
よ

る
廃

ガ
ス

中
蒸

気
量

の
増

大
 

「
分

離
施

設
」
，

「
精

製
施

設
」
並

び
に

「
酸

及
び
溶

媒
の

回
収

施
設
」

 

酸
回

収
設

備
 
第

２
酸

回
収

系
 

精
留

塔
（

凝
縮

器
）

 

3
.
4
E
＋

0
7
 

 
B
q 

3
.
2
E
＋

0
7
 

α
B
q 

6
.
4
E
＋

0
5
 

 
B
q 

2
.
5
E
＋

0
7
 

α
B
q 

類
似

事
象
 

凝
縮

器
で

の
冷
却

能
力

の
低

下
に
よ

る
廃

ガ
ス

中
蒸

気
量

の
増

大
 

「
分

離
施

設
」
，

「
精

製
施

設
」
並

び
に

「
酸

及
び
溶

媒
の

回
収

施
設
」

 

高
レ

ベ
ル

廃
液
濃

縮
設

備
 

ア
ル

カ
リ

廃
液

濃
縮

缶
凝

縮
器
 

4
.
4
E
＋

0
8
 

 
B
q 

7
.
6
E
＋

0
6
 

α
B
q 

3
.
5
E
＋

0
7
 

 
B
q 

7
.
3
E
＋

0
6
 

α
B
q 

＊
：

濃
縮

缶
の

蒸
発

率
及

び
缶

内
液

の
放

射
性

物
質

濃
度

に
よ

り
事

象
の

厳
し

さ
を

比
較

し
て

い
る

。
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補 4-8 

３．設計基準事故の評価に対する影響 

設計基準事故については，いずれの分類項目に対しても公衆の

線量（敷地境界外の実効線量）の大きさに着目して，設計基準事

故を選定し評価を行っている。 

冷却期間の変更に伴い，「使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施

設での使用済燃料集合体落下」の評価においては，燃料棒内の核

分裂生成物の量として使用済燃料の冷却期間４年を基に事故時の

線量評価を，その他の設計基準事故については，放射性物質の濃

度として使用済燃料の冷却期間 15 年を基に事故時の線量評価を

行った。  

その結果，冷却期間の変更を反映した場合においても事象の厳

しさによる設計基準事故に選定された事象が変更にならないこと

及び選定された設計基準事故については判断基準をすべて満足す

ることを確認した。  

以上の結果を第２表に示す。各分類項目の代表事象として設計

基準事故に選定した事象を，表中において太字で示す。  
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補 4-9 

第２表 設計基準事故の選定の確認結果（1/3） 

①火災 

 
施設 設備 機器 

実効線量［mSv］ 

冷却年数 
4 年 

冷却年数 
15 年 

設計基準 

事故 

「分離施設」，「精製施

設」並びに「酸及び溶媒

の回収施設」 

プルトニウム精製設

備 
抽出塔 2.1E-02 1.9E-02 

類似事象 

「分離施設」，「精製施

設」並びに「酸及び溶媒

の回収施設」 

分離設備 抽出塔 5.0E-04 4.3E-04 

類似事象 

「分離施設」，「精製施

設」並びに「酸及び溶媒

の回収施設」 

分配設備 プルトニウム分配塔 3.4E-03 2.9E-03 

類似事象 

「分離施設」，「精製施

設」並びに「酸及び溶媒

の回収施設」 

分離建屋一時貯留処

理設備 
第 6 一時貯留処理槽 3.2E-03 3.0E-03 

類似事象 

「分離施設」，「精製施

設」並びに「酸及び溶媒

の回収施設」 

精製建屋一時貯留処

理設備 
第 2 一時貯留処理槽 7.5E-03 6.8E-03 

 

②爆発 

 
施設 設備 機器 

実効線量［mSv］ 

冷却年数 
4 年 

冷却年数 
15 年 

設計基準 

事故 

「分離施設」，「精製施

設」並びに「酸及び溶媒

の回収施設」 

プルトニウム精製設

備 
プルトニウム濃縮缶 3.0E-05 2.7E-05 

 

③臨界 

 
施設 設備 機器 

実効線量［mSv］ 

冷却年数 
4 年 

冷却年数 
15 年 

設計基準 

事故 

「せん断処理施設」並び

に「溶解施設」 
溶解設備 溶解槽 5.3E-01 5.3E-01 
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補 4-10 

第２表 設計基準事故の選定の確認結果（2/3） 

④漏えい（溶液の漏えい） 

 
施設 設備 機器 

実効線量［mSv］ 

冷却年数 
4 年 

冷却年数 
15 年 

設計基準

事故 

「液体廃棄物の廃棄施

設」 

高レベル廃液貯蔵設

備 

高レベル濃縮廃液一時

貯槽 
4.7E-03 4.5E-03 

類似事象 
「せん断処理施設」並び

に「溶解施設」 
溶解設備 第１ よう素追出し槽 3.2E-04 2.8E-04 

類似事象 
「せん断処理施設」並び

に「溶解施設」 
清澄設備 不溶解残渣回収槽 2.2E-05 1.4E-05 

類似事象 
「せん断処理施設」並び

に「溶解施設」 
計量設備 計量後中間貯槽 7.4E-04 6.5E-04 

類似事象 

「分離施設」，「精製施

設」並びに「酸及び溶媒

の回収施設」 

分離設備 溶解液中間貯槽 3.2E-04 2.8E-04 

類似事象 

「分離施設」，「精製施

設」並びに「酸及び溶媒

の回収施設」 

分配設備 
プルトニウム溶液中間

貯槽 
8.4E-04 7.2E-04 

類似事象 

「分離施設」，「精製施

設」並びに「酸及び溶媒

の回収施設」 

分離建屋一時貯留処

理設備 
第 6 一時貯留処理槽 9.1E-05 8.5E-05 

類似事象 

「分離施設」，「精製施

設」並びに「酸及び溶媒

の回収施設」 

プルトニウム精製設

備 

プルトニウム濃縮液計

量槽 
2.0E-03 1.9E-03 

類似事象 

「分離施設」，「精製施

設」並びに「酸及び溶媒

の回収施設」 

精製建屋一時貯留処

理設備 
第 2 一時貯留処理槽 2.5E-04 2.3E-04 

類似事象 
「脱硝施設」並びに「製

品貯蔵施設」 

ウラン・プルトニウ

ム混合脱硝設備 

溶液系 

硝酸プルトニウム貯槽 2.1E-05 1.9E-05 

類似事象 

「分離施設」，「精製施

設」並びに「酸及び溶媒

の回収施設」 

高レベル廃液濃縮設

備 高レベル廃液濃

縮系 

高レベル廃液濃縮缶 8.9E-04 8.3E-04 

類似事象 
「固体廃棄物の廃棄施

設」 

高レベル廃液ガラス

固化設備 
高レベル廃液混合槽 9.4E-04 8.7E-04 
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補 4-11 

第２表 設計基準事故の選定の確認結果（3/3） 

⑤漏えい（溶融ガラスの漏えい） 

 
施設 設備 機器 

実効線量［mSv］ 

冷却年数 
4 年 

冷却年数 
15 年 

設計基準 

事故 

「固体廃棄物の廃棄施

設」 

高レベル廃液ガラス

固化設備 
ガラス溶融炉 2.6E-02 1.2E-02 

 

⑥使用済燃料集合体等の破損 

 
施設 設備 機器 

実効線量［mSv］ 

冷却年数 
1 年 

冷却年数
4 年 

設計基準

事故 

使用済燃料の受入れ・貯

蔵施設 
使用済燃料貯蔵設備  - 1.9E-03 1.6E-03 

 

 
施設 設備 機器 

実効線量［mSv］ 

冷却年数 
4 年 

冷却年数
15 年 

類似事象 
「せん断処理施設」並び

に「溶解施設」 
燃料供給設備 燃料横転クレーン 3.9E-05 2.5E-05 

 

⑦短時間の全交流動力電源の喪失 

 
施設 設備 機器 

実効線量［mSv］ 

冷却年数 
4 年 

冷却年数 
15 年 

設計基準 

事故 

「固体廃棄物の廃棄施

設」 

高レベル廃液ガラス

固化設備 
 - 2.5E-01 3.1E-04 
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